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１．事業概要

（１）

:

別添２－２

かすみがうら市下水道事業経営戦略

かすみがうら市

下水道事業

事業の現況

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

　かすみがうら市の下水道事業は、かすみがうら市総合計画に基づき、霞ヶ浦湖北流域関連公共下水道事業、霞ヶ浦湖北流域関連特定環
境保全公共下水道事業、単独特定環境保全公共下水道事業（志戸崎・田伏地区）により整備・運営をしております。公共下水道事業につい
ては、昭和５１年度に着手し、昭和５７年度から順次供用開始しております。流域関連特定環境保全公共下水道事業については、平成８年
度に着手し、霞ヶ浦沿岸を整備しております。また、単独特定環境保全公共下水道事業については、昭和５９年度から着手し、平成元年に
供用開始しております。現在の事業計画（認可）面積は、公共下水道事業６８９．１ｈａ、特定環境保全公共下水道事業２２６．７ｈａ、単独特定
環境保全公共下水道事業９７ｈａとなっております。整備状況について、流域関連の公共下水道事業の既整備面積５４６．０ｈａ、事業計画
（認可）整備率は７９．２％、特定環境保全公共下水道事業の既整備率面積は１９５．５ｈａ、事業計画（認可）に対する整備率は８６．２％と
なっており、単独特定環境保全公共下水道事業の整備面積は９７．０ｈaで整備完了となっております。
平成２７年度末の整備人口普及率は６０．５％（公共：４７．９％特環：８．２％単独特環：４．４％）、水洗化率は９１．８％（公共：９８．０％特環：
６１．１％単独特環：８１．６％）となっております。
行政人口は、平成２７年度末４２，８６６人で減少傾向であるが、処理人口は２５，９３２人で微増している傾向にあることから、まだ現時点で
は若干ではありますが、使用料も増加傾向として見込んでおります。しかし、人口減少は進んでいることから将来的には減収に転じると懸念
しております。
　事業運営状況としては、使用料のみでは歳出を賄えないことから、収支不足分に対して一般会計繰入金をすることにより経営を維持してい
るところです。

H23：19,054人　Ｈ27：20,520人　Ｈ32：21,301人　Ｈ38：21,872人 H23：18,372人　Ｈ27：20,110人　Ｈ32：21,094人　Ｈ38：人21,789人

H23：5,512人　Ｈ27：5,412人　Ｈ32：5,018人　Ｈ38：4,583人 H23：3,064人　Ｈ27：3,692人　Ｈ32：4,048人　Ｈ38：4,204人

～計 画 期 間 ：
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① 施　設

② 使　用　料

2,480 円 2,770 円

2,480 円 2750 円

2,410 円 2,680 円

処 理 区 域 内 人 口 密 度

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

平成３２年４月地方公営企業会計適用
予定

公共下水道事業（千代田地区）：昭和57年度
特定環境保全公共下水道事業（霞ヶ浦地区）：
昭和58年度
単独特定環境保全公共下水道事業：平成元年
度

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

公共：38人／ha
特環：18人／ha
単独特環19人／ha

２箇所
・霞ヶ浦浄化センター(茨城県流域下水道事務所）
・田伏浄化センター

・霞ヶ浦湖北流域下水道
・特定環境保全単独公共下水道（志戸
崎・田伏　処理区）

処 理 区 数

・公共下水道千代田地区５箇所（稲吉処理分区、下原処理分区、、神立処理分区、角来処理分区、宍倉処
理分区）
・公共下水道霞ヶ浦地区３箇所（角来処理分区、宍倉処理分区、加茂処理分区）
・特定環境保全公共下水道霞ヶ浦地区２箇所（加茂処理分区・宍倉処理分区）
・特定環境保全単独公共下水道（志戸崎・田伏処理区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

最適化として、今後アクションプランに示してあります農業集落排水を公共下水道へ接続する統廃合を行い
農業集落排水処理場の維持修繕費の削減を目指します。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

平成26年度

平成25年度 平成25年度

一 般 家 庭 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

本市の使用料体系は、従量制（１０㎥基本使用料）の累進使用料となっております。
下水道使用料については、維持管理費と企業債償還元利金を賄えることが望ましいところでありますが、本
市の使用料は若干増加はしておりますが、対象経費に対して十分な使用料収入を上げることが出来ておら
ず、厳しい経営が続くと見込まれます。
下水道事業経営の原則は独立採算制であり、引続き加入促進を行い水洗化率を上げ、繰入基準内のみの
一般会計補助金で賄えるように努力して行きます。また、一般会計繰入金にて補てんしている状況であるこ
とから、今後において決算状況等を見ながら使用料の改定も検討してまいります。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

設定なし

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成27年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成27年度

平成26年度

H23：37,986千円　Ｈ27：43,572千円　Ｈ32：43,898千円　Ｈ38：44,614千円 H23：55.6％　Ｈ27：68.2％　Ｈ32：80.7％　Ｈ38：91.7％

H23：269,909千円　Ｈ27：296,554千円　Ｈ32：298,603千円　Ｈ38：304,321千
円

H23：96.4％　Ｈ27：98.0％　Ｈ32：99.0％　Ｈ38：99.6％

設定なし
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③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

２．経営の基本方針

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

なし

なし

 イ　指定管理者制度

下水道使用料の賦課徴収業務を行っておりましたが、平成２８年４月
より排水設備・浄化槽設置申請及び検査業務、窓口応対業務につい
ても民間委託しております。

民 間 活 用 の 状 況

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付しておりま
す。

　全体の数値を見ると、類似団体と比較して良い数値が出ており健全であることが分かります。

　今後においては、管渠の老朽化が進んでいくことから、維持管理修繕工事等の事業費が増加していきます。修繕計画に基づく費用、それ

らの財源（使用料、起債等）や、起債残高等のバランスを見ながら、下水道の目的である水質保全のため、計画的に下水道の維持管理を

行ってまいります。

　そして、収入の多くに一般会計からの繰入金に頼っていることから、引続き加入促進活動を行い、下水道接続率を上げて、使用料の収益

増を図り、繰入金の軽減に取組んでまいります。

職 員 数 9人（部長込）

事務の効率化、後年度における地方公営企業法適用に向けて、平成２７年４月１日より下水道課、水道課を
部制として上下水道部としました。平成２８年４月１日より下水道課を水道事務所へ移動し、窓口事務の一元
化を図り事務効率を図っております。

なし

なし

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

　今後の経営方針としましては、下水道施設の老朽化に伴う維持管理費が更に増加していくことが予測されており、経済比較に基づく指標を
基に、住民のニーズと将来の維持管理費等を勘案して下水道整備を判断してまいります。
　また、農業集落排水施設を公共下水道へ接続する統廃合を行う等、農業集落排水事業と一体的な維持修繕費の軽減に努める一方、公共
下水道事業においても平成３０年度平成３１年度を目標にストックマネジメント計画を策定し、機能診断検査等を行い、維持修繕計画を平成
３５年度くらいまでに作成して平準化を図り計画的に維持修繕することで長寿命化を図り継続的、安定的な事業運営に努めてまいります。
　また、地方公営企業会計法適用を予定しており、資産の把握を行うと伴に健全な事業運営を行うため更なる事務効率化や、使用料金の体
系等も検討しながら安定した経営を目指していきます。
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３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

① 収支計画のうち投資についての説明

平成28年度

平成29年度

平成30年度

平成31年度

平成34年度
平成35年度

平成32年度以降

平成28年度

平成29年度

平成30年度
平成31年度

平成30年度以降

　

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

※上記以外において、今後ストックマネジメント計画策定を平成３０年度から３１年度で予定、その後機能診断調査の結果により、平成３４年
度から平成３５年度を目標に農業集落排水土田処理場の公共下水道への接続統廃合を検討して計画に含めておりますが、実施年度、金額
等については、県との協議や申請手続等に係る時間等不明確な内容もあることから、明確になった時点で随時改正をしていく予定でおりま
す。

年度

年度 主な投資内容

〇使用料収入
・公共下水道事業：平成28年度は、千代田ハウスの寮が廃止になったことにより、前年に比べ使用料の減になる見込みであるが、その後に
ついては、需要を考慮して認可エリア内の管渠整備をおこなうことや、まだ開発行為等もあり接続件数も若干伸びて行くと見込んでおり、微
増ではあるが、使用料の増加を見込んでおります。引続き加入促進を行い水洗化率の向上、使用料の確保に努めてまいります。
・特定環境保全公共下水道事業：処理区域内人口は減少傾向にあるが、まだ接続率が低いことから浄化槽、くみ取りからの転換がみられ、
微増ではあるが、使用料の増加を見込んでおります。これからも加入促進を図って使用料の確保の努めていきます。
上記のとおり、使用料の微増を見込んではおりますが、一般会計繰入金により均衡を保っていることから、将来的に使用料の改正も検討し
てまいります。
〇企業債：管渠布設工事、流域建設負担金については、起債により後年度への負担の平準化を図ります。また、平準化債については算定
上平成29年度までとなり、特別措置分については、継続的に企業債借入を行っていきます。

〇繰入金：基本的に歳入歳出の不足分について、基準内繰入で補いたいとろではありますが、それでも不足することから基準外繰入により
補っているのが現状です。今後も、歳出削減と、使用料の確保、修繕費等の平準化を図りながら少しでも基準内繰入金で収支が取れるよ
う、努力をしてまいります。

〇民間活用に関する事項：使用料賦課徴収業務を委託し、平成28年度より排水設備等受付業務を民間に委託しております。

〇職員給与費：現時点9人体制（部長含む）で運営しております。給与費については、概ね現状維持で推移しております。

〇動力費：公共下水道については、毎年度概ね7,500千円程度、特定環境保全公共下水道については、12,000千円程度の光熱水費が経常
的に支出されております。

〇薬品費：志戸崎・田伏地区特定環境保全公共下水道排水処理施設において毎年度1,500千円から2,000千円程度の薬品費が経常的に支
出されております。

〇修繕費：公共下水道、特定環境保全公共下水道とも、それぞれ10,000千円から20,000千円程度の修繕費が経常的に支出されておりま
す。
（人工蓋交換や、制御盤修繕、舗装補修等）

〇委託費：公共下水道については、概ね50,000千円程度、特定環境保全公共下水道については、20,000千円程度の委託費が経常的に支
出されております。　（使用料徴収業務委託、ポンプ場維持管理業務委託、処理場維持管理業務委託、汚泥処理運搬業務委託、電気工作
物保守委託等）

特定
環境
保全
公共
下水
道事
業

管渠布設替工事（牛渡地内）38,664千円

管渠布設替工事実施設計（田伏・中台地内）1,650千円　　管渠布設替工事（田伏・中台地内Ｌ＝150ｍ）　22,292千円

管渠布設替工事

神立停車場線管渠第１期新設工事（公共第１号16,756千円、公共第2号18,403千円）、神立停車場線仮設管渠設置工事（仮設1号
1,533千円、仮設2号670千円）、流域建設負担金17,400千円、神立停車場線第１期、２期工事実施設計（第1期4,968千円、第2期4,903
千円）

管渠布設工事実施設計Ｌ＝150ｍ5,060千円、制御盤移設実施設計（下稲吉小付近）2,000千円、単独汚水管布設工事Ｌ＝150ｍ
20,000千円、神立停車場線管渠第２期新設工事Ｌ＝896ｍ54,000千円、神立駅前開発実施設計業務Ｌ＝250ｍ5,400千円、長寿命化
計画実施設計（下原地内）Ｌ＝500ｍ8,600千円、流域建設負担金6,668千円、公共下水道雨水計画変更手続（逆西排水区）10,000千
円

神立駅前開発管渠布設工事、長寿命化計画に伴う改修工事、ストックマネジメント計画作成20,000千円

長寿命化計画に伴う改修工事、流域建設負担金、ストックマネジメント計画作成20,000千円

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

管渠布設工事、流域建設負担金

主な投資内容

農業集落排水事業（土田地区）の公共下水道への接続工事：各年度40,000千円

公
共
下
水
道
事
業

ストックマネジメント計画作成：各年度25,000千円
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

地方公営企業法適用に向け独立採算を考慮して使用料の見直し等も検討してまいりま
す。

使用料の見直しに関する事項

なし

なし

維持修繕にシフトされており、ストックマネジメント計画を作成し計画的な維持修繕の平
準化を図っていきます。

農業集落排水から公共下水道への接続による統廃合を検討していきます。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）

これからも人員の削減が考えられることから、簡易な維持修繕等民間委託できるものは
委託を検討し事務の効率化を図っていきます。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

毎年度、計画と決算状況の検証を行い、原因を追究しながら計画的に事業を遂行し、将来の安定
した経営をめざしていきます。
基本的に３年毎に見直しを行い、大きな会計制度等の変更・改正のあった場合や維持修繕計画等
の変更がある時は、その都度計画を見直して収支計画を更新していきます。
直近では、平成３２年度までに公営企業会計法適用に移行することとなっており、会計制度が大き
く変わることからその時点で改正をすることとしております。

職員給与費に関する事項 人員削減が見込まれ減少していくと思われます。

動力費に関する事項
ポンプ施設が増加していく中、電力会社と契約内容を見直しながら削減に努め現状を維
持していきます。

修繕費に関する事項
一定の経過年数の経った施設や故障の多いポンプ等を計画的に平準化を図り維持修
繕していきます。

委託費に関する事項 経常的な委託については、今後においても継続的に委託を行っていきます。

その他の取組 施設の維持管理など委託できるものは民間委託していきます。

薬品費に関する事項
田伏浄化センターにおいて、凝集剤等の薬品が必要なことから経常経費として計上して
おります。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 なし

なし

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項
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様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

1 (A) 621,441 620,816 657,407 630,860 615,037 613,069 603,132 602,852 589,777 573,819 556,221 536,668 520,231

（１） (B) 289,829 296,656 292,282 307,426 295,006 297,218 298,704 300,197 301,097 302,000 302,906 303,663 304,422

ア 289,769 296,554 292,182 292,856 294,906 297,118 298,604 300,097 300,997 301,900 302,806 303,563 304,322
イ (C)

ウ 60 102 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

（２） 331,612 324,160 365,125 323,434 320,031 315,851 304,428 302,655 288,680 271,819 253,315 233,005 215,809

ア 319,554 322,710 362,857 319,134 310,031 305,851 304,428 302,655 288,680 271,819 253,315 233,005 215,809

イ 12,058 1,450 2,268 4,300 10,000 10,000

２ (D) 417,164 423,511 440,073 364,237 386,159 380,563 355,064 349,371 343,576 338,272 333,594 329,139 325,202

（１） 329,395 340,967 363,420 292,762 320,000 320,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000

ア 44,197 31,613 36,274 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000

イ 285,198 309,354 327,146 257,762 285,000 285,000 265,000 265,000 265,000 265,000 265,000 265,000 265,000

（２） 87,769 82,544 76,653 71,475 66,159 60,563 55,064 49,371 43,576 38,272 33,594 29,139 25,202

ア 87,769 82,544 76,653 71,475 66,159 60,563 55,064 49,371 43,576 38,272 33,594 29,139 25,202

イ

３ (E) 204,277 197,305 217,334 266,623 228,878 232,506 248,068 253,481 246,201 235,547 222,627 207,529 195,029

1 (F) 105,770 103,098 135,100 140,000 121,600 91,800 52,000 52,200 92,400 92,600 52,800 53,000 53,000

（１） 90,300 85,300 114,100 110,600 59,100 59,300 42,000 42,200 82,400 82,600 42,800 43,000 43,000

41,500 34,100 26,000 8,100

（２） 11,195 13,181 20,000 20,000 20,000 15,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

（３）

（４）

（５）

（６） 4,275 4,617 1,000 9,400 42,500 17,500

（７）

２ (G) 316,933 300,282 352,434 406,623 350,478 324,306 300,068 305,681 338,601 328,147 275,427 260,529 248,029

（１） 43,081 22,022 64,633 101,800 65,000 40,000 15,000 20,000 55,000 55,000 15,000 15,000 15,000

6,544 7,194 7,736 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

（２） (H) 273,852 278,260 282,287 284,982 285,478 284,306 285,068 285,681 283,601 273,147 260,427 245,529 233,029

（３）

（４）

（５） 5,514 19,841

３ (I) △ 211,163 △ 197,184 △ 217,334 △ 266,623 △ 228,878 △ 232,506 △ 248,068 △ 253,481 △ 246,201 △ 235,547 △ 222,627 △ 207,529 △ 195,029

(J) △ 6,886 121

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

平成３０年度 平成３１年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

平成29年度
（本年度）

収 支 差 引 (A)-(D)

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

6

平成38年度

公共下水道事業

平成３７年度平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

そ の 他

収 支 再 差 引 (E)+(I)



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

平成３０年度 平成３１年度
平成29年度
（本年度）

6

平成38年度平成３７年度平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

(K)

(L) 21,002 14,116 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237

(M)

(N) 14,116 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237

(O) 81 416

(P) 14,035 13,821 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237 14,237

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 289,829 296,656 292,282 307,426 295,006 297,218 298,704 300,197 301,097 302,000 302,906 303,663 304,422

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 4,046,546 3,853,585 3,685,398 3,511,016 3,284,638 3,059,632 2,816,564 2,573,083 2,371,882 2,181,335 1,963,708 1,761,179 1,571,150

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

本年度

319,554 322,710 362,857 319,134 310,031 305,851 304,428 302,655 288,680 271,819 253,315 233,005 215,809

308,926 313,523 352,857 309,134 300,031 295,851 294,428 292,655 278,680 261,819 243,315 223,005 205,809

10,628 9,187 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

11,195 13,181 20,000 20,000 20,000 15,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

11,195 13,181 20,000 20,000 20,000 15,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

330,749 335,891 382,857 339,134 330,031 320,851 314,428 312,655 298,680 281,819 263,315 243,005 225,809

※今後において、計画及び金額等の大きな変更がある場合は更新してまいります。

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度 平成３７年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

93.4

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

91.0 97.2 91.6 92.2 94.2 94.9収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 87.6 85.9

赤 字 比 率 （ ×100 ）

94.0 93.9 93.6

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

(J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源
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93.2

平成３８年度

積 立 金

前年度からの繰越金

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支



様式第２号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成２９年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

本年度

1 (A) 264,845 242,953 266,604 266,652 296,361 300,342 278,512 278,017 277,548 276,835 274,809 272,274 269,230

（１） (B) 41,955 43,572 42,900 43,160 55,919 56,136 43,898 44,030 44,162 44,281 44,392 44,503 44,614

ア 41,955 43,572 42,900 43,160 43,419 43,636 43,898 44,030 44,162 44,281 44,392 44,503 44,614
イ (C)

ウ 12,500 12,500

（２） 222,890 199,381 223,704 223,492 240,442 244,206 234,614 233,987 233,386 232,554 230,417 227,771 224,616

ア 222,457 199,312 222,704 222,492 239,442 243,206 233,614 232,987 232,386 231,554 229,417 226,771 223,616

イ 433 69 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

２ (D) 142,678 114,673 118,491 112,386 136,874 133,584 105,328 101,906 98,417 94,885 91,368 87,853 84,349

（１） 73,988 49,295 56,761 54,000 82,000 82,000 57,000 57,000 57,000 57,000 57,000 57,000 57,000

ア

イ 73,988 49,295 56,761 54,000 82,000 82,000 57,000 57,000 57,000 57,000 57,000 57,000 57,000

（２） 68,690 65,378 61,730 58,386 54,874 51,584 48,328 44,906 41,417 37,885 34,368 30,853 27,349

ア 68,690 65,378 61,730 58,386 54,874 51,584 48,328 44,906 41,417 37,885 34,368 30,853 27,349

イ

３ (E) 122,167 128,280 148,113 154,266 159,487 166,758 173,184 176,111 179,131 181,950 183,441 184,421 184,881

1 (F) 81,181 112,209 94,300 83,100 76,100 70,000 56,700 56,700 57,000 58,000 60,200 62,600 62,600

（１） 63,500 63,700 63,800 63,100 56,100 50,000 36,700 36,700 37,000 38,000 40,200 42,600 42,600

63,500 63,700 59,400 47,200 43,600 37,500 36,700 36,700 37,000 38,000 40,200 42,600 42,600

（２） 16,643 48,059 30,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

（３）

（４）

（５）

（６） 1,038 450 500

（７）

２ (G) 203,348 240,489 242,413 237,366 235,587 236,758 229,884 232,811 236,131 239,950 243,641 247,021 247,481

（１） 25,081 51,109 43,653 23,900 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000

16,473 16,558 16,811 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000

（２） (H) 178,267 189,380 194,338 197,558 200,587 201,758 204,884 207,811 211,131 214,950 218,641 222,021 222,481

（３）

（４）

（５） 4,422 15,908 10,000 10,000

３ (I) △ 122,167 △ 128,280 △ 148,113 △ 154,266 △ 159,487 △ 166,758 △ 173,184 △ 176,111 △ 179,131 △ 181,950 △ 183,441 △ 184,421 △ 184,881

(J) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0収 支 再 差 引 (E)+(I)

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

そ の 他

平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他
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平成38年度

特定環境保全公共下水道事業

平成３７年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当



様式第２号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

(K)

(L)

(M)

(N) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O)

(P) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 41,955 43,572 42,900 43,160 55,919 56,136 43,898 44,030 44,162 44,281 44,392 44,503 44,614

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 3,497,787 3,372,107 3,241,569 3,107,111 2,962,624 2,810,866 2,642,682 2,471,571 2,297,440 2,120,490 1,942,049 1,762,628 1,582,747

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成２９年度

区 分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
決 算
見 込

本年度

222,457 199,312 222,704 222,492 239,442 243,206 233,614 232,987 232,386 231,554 229,417 226,771 223,616

190,857 193,658 202,704 202,492 219,442 223,206 213,614 212,987 212,386 211,554 209,417 206,771 203,616

31,600 5,654 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

16,643 48,059 30,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000

16,643 48,059 30,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
239,100 247,371 252,704 242,492 259,442 263,206 253,614 252,987 252,386 251,554 249,417 246,771 243,616

※今後において、計画及び金額等の大きな変更がある場合は更新してまいります。

平成３６年度 平成３７年度

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

平成３０年度 平成３１年度

合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

平成３２年度 平成３３年度

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

平成３４年度 平成３５年度

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

87.985.2 86.0 87.8 89.6

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

89.8 89.8 89.7収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

89.3 88.6

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

積 立 金

前年度からの繰越金

9

87.7

平成３８年度



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　全体の数値を見ると、類似団体と比較して良い数
値が出ており健全であることが分かります。
　今後においては、管渠の老朽化が進んでいくこと
から、維持管理修繕工事等の事業費が増加していき
ます。修繕計画に基づく費用、それらの財源（使用
料、起債等）や、起債残高等のバランスを見なが
ら、下水道の目的である水質保全のため、計画的に
下水道の維持管理を行ってまいります。
　そして、収入の多くに一般会計からの繰入金に
頼っていることから、引続き加入促進活動を行い、
下水道接続率を上げて、使用料の収益増を図り、繰
入金の軽減に取組んでまいります。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

③昭和５８年の整備開始後３４年が経過し少しずつ
老朽化が進んでいるが、耐用年数を超えた管渠はな
いことから、緊急的な個所について更新を行ってい
るところであります。
現在は、長寿命化計画策定に向けて調査を行ってい
るところであり、策定後は、計画に基づき長期的に
老朽管の対策等を行ってまいります。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①収益的収支比率
　総収入は増額傾向にありますが、企業会計移行に
伴う支出が増えたことにより昨年度より総収益が下
がっております。また、平成25年度が76.69％に下
がっておりますが、補償金免除繰上償還額が、費用
に含まれていることで一時的に下がっているもので
す。
④企業債残高対事業規模比率
　起債残高は少しずつ減少しております。起債償還
について使用料で賄えない部分を一般会計繰入金で
賄っていることから数値が低いものとなっていま
す。今後も、計画的に起債を行っていきます。
⑤経費回収率
　ほぼ90％以上を推移しており、類似団体平均値を
上回っていることから、現時点においては、概ね適
正であると思われます。今後は経費削減に努めてい
きます。
⑥汚水処理原価
　ほぼ150円から160円前後で推移しており、類似団
体平均値を大きく下回っていることから適正である
と思われます。
⑦施設利用率
　流域下水道に接続していることから、処理場を有
しておらず、数値は対象外となります。
⑧水洗化率
　類似団体平均値を大きく上回っており、水洗化率
は良い方と思われます。引続き加入促進を行い、下
水道接続率の向上に努めます。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 47.87 79.15 2,480 20,520 5.46 3,758.24 【】

275.29 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 公共下水道 Cc1 43,111 156.60

経営比較分析表
茨城県　かすみがうら市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.95 0.00 0.00

平均値 0.01 0.24 0.15 0.11 0.09

70.00

75.00

80.00

85.00

90.00

95.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 83.05 85.37 76.69 89.93 88.46

平均値 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

①収益的収支比率(％) 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 1.32 1.15 96.95 1.33 1.30

平均値 1,334.01 759.86 739.53 721.06 862.87

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 92.26 89.90 92.82 87.97 86.97

平均値 67.14 85.60 84.05 84.86 85.39

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 150.25 155.85 150.42 162.41 165.76

平均値 224.83 185.04 190.12 188.14 188.79

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 - - - - -

平均値 53.79 61.91 63.60 64.23 59.40

75.00

80.00

85.00

90.00

95.00

100.00

105.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 96.42 96.92 99.12 97.99 98.00

平均値 83.76 90.89 90.98 90.22 89.81

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％) 

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％) 

      【763.62】 

【94.73】 【60.01】 【139.70】 【98.53】 

    【0.23】 

該当数値なし 該当数値なし 

該当数値なし 該当数値なし 



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　全体の数値を見ると、類似団体と比較して平均的
であることが分かります。ただ、水洗化率は平均を
下回っていることから、接続率の向上が求められま
す。
　今後においては、管渠の老朽化が進んでいくこと
から、維持管理修繕工事等の事業費が増加していき
ます。修繕計画に基づく費用、それらの財源（使用
料、起債等）や、起債残高等のバランスを見なが
ら、下水道の目的である水質保全のため、計画的に
下水道の維持管理を行ってまいります。
　そして、収入の多くに一般会計からの繰入金に
頼っていることから、引続き加入促進活動を行い、
下水道接続率を上げて、使用料の収益増を図り、繰
入金の軽減に取組んでまいります。「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

③平成元年の整備開始後２８年が経過し少しずつ老
朽化が進んでいるが、耐用年数を超えた管渠はない
ことから、緊急的な個所について更新を行っている
ところであります。
現在は、長寿命化計画策定に向けて調査を行ってい
るところであり、策定後は、計画に基づき長期的に
老朽管の対策等を行ってまいります。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①収益的収支比率
　総費用が毎年同等額を推移している中、企業会計
への移行により資産台帳整備費用が増えておりま
す。また、総収益が少しずつ増加傾向にあります
が、移行費用が増えたため下降傾向にあります。平
成25年度が75.19％に下がっておりますが、補償金
免除繰上償還額が、費用に含まれていることで一時
的に下がっているものです。
④企業債残高対事業規模比率
　起債残高は少しずつ減少しております。起債償還
について使用料で賄えない部分を一般会計繰入金で
賄っていることから数値が0％となっています。今
後も、計画的に起債を行っていきます。
⑤経費回収率
　使用料収入は少しずつ増加しておりますが、修繕
費用の減少により、平成２７年度は平均値を超えて
おります。今後も費用の計画的な運用に努めてまい
ります。
⑥汚水処理原価
　昨年度までは修繕費等の維持管理費の増加により
少しずつ上昇しておりましたが、修繕費等が減少し
た結果、汚水処理原価を抑えられたと思われます。
⑦施設利用率
　類似団体平均値を上回っており、処理能力に対し
有効に施設利用していることが分かります。
⑧水洗化率
  少しずつ上昇しておりますが、まだ類似団体平均
値を下回っており、引続き加入促進を行い、下水道
接続率の向上に努めます。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 12.63 79.00 2,480 5,412 2.93 1,847.10 【】

275.29 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
)

法非適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D2 43,111 156.60

経営比較分析表
茨城県　かすみがうら市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.10 0.11 0.05 0.04 0.07

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

82.00

84.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 79.61 80.59 75.19 82.52 79.90

平均値 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

①収益的収支比率(％) 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 

平均値 

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

2,000.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 1,764.87 1,622.51 1,569.13 1,436.00 1,434.89

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 59.88 65.02 57.22 56.71 88.39

平均値 60.75 62.83 64.63 66.56 66.22

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 226.88 205.61 234.17 240.89 155.70

平均値 256.00 250.43 245.75 244.29 246.72

39.00

40.00

41.00

42.00

43.00

44.00

45.00

46.00

47.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 45.79 45.79 45.79 45.79 45.79

平均値 41.59 42.31 43.65 43.58 41.35

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 55.59 57.84 62.50 65.37 68.22

平均値 80.47 81.30 82.20 82.35 82.90

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％) 

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％) 

      【1,457.06】 

【81.28】 【40.31】 【250.25】 【64.73】 

    【0.10】 

該当数値なし 該当数値なし 

該当数値なし 該当数値なし 


